
（平成２５年８月２８日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認東北地方第三者委員会分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 10 件

国民年金関係 1 件

厚生年金関係 9 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 7 件

国民年金関係 4 件

厚生年金関係 3 件



東北（秋田）国民年金 事案 1798 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 53 年４月から 54 年１月までの付加保険料を含めた国民年

金保険料については、重複して納付していたものと認められることから、

納付記録を訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年４月から 54 年１月まで 

申立期間の国民年金保険料は、Ａ県Ｂ市からＣ県Ｄ市へ転出した後に、

同市が発行した納付書で私が納付したが、父も私がＢ市を転出する前に

同市から送付されていた納付書で私の保険料を納付していた。 

申立期間の重複納付により過誤納付となった付加保険料を含めた国民

年金保険料を還付してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人が所持するＢ市及びＤ市の国民年金保険料領収証書から、申立人

は、申立期間に係る付加保険料を含めた国民年金保険料を重複納付したこ

とが認められる。 

また、オンライン記録には、申立人に国民年金保険料が還付された記録

は無い上、保険料の還付又は充当があった場合には、本来は特殊台帳（マ

イクロフィルム化された国民年金被保険者台帳）として整理保存すること

となっているが、申立人の特殊台帳は保存されていないことから、申立期

間に係る国民年金保険料の還付手続は行われなかったものと考えられる。 

さらに、申立人が申立期間以後に住民登録した市を管轄する全ての年金

事務所の国民年金保険料還付整理簿等を調査しても、申立人に係る還付記

録は確認できず、申立人に対し申立期間に係る国民年金保険料を還付した

ことをうかがわせる関係資料は見当たらない。 

その他の事情を含めて総合的に判断すると、申立人は、申立期間の付加

保険料を含めた国民年金保険料を重複して納付していたものと認められる。 



東北（岩手）厚生年金 事案 3094 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、その主張する標準賞与

額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認め

られることから、申立人の株式会社Ａにおける申立期間の標準賞与額に係

る記録を６万 8,000 円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 57 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 18 年６月 15 日 

株式会社Ａから支給された賞与が年金記録に反映されていないことが

分かったので、申立期間に係る賞与を年金記録に反映させてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間の申立人に係る標準賞与額の記録について、申立人が所持する

賞与明細書及び申立人に係る預金口座取引履歴等により、申立人は、６万

8,000 円の標準賞与額に基づく厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

株式会社Ａは既に解散しており、元代表取締役に照会しても回答が無く、

破産管財人も確認できる資料は無い旨回答しているが、申立期間当時、同

社において経理部門を担当していた元取締役は、「申立期間における夏、

冬の賞与から厚生年金保険料を控除していたが、社会保険事務所（当時）

には賞与に係る届出をしておらず、賞与から控除した厚生年金保険料も納

付していなかった。」と述べていることから、社会保険事務所は、申立人

の主張する申立期間に係る標準賞与額に基づく保険料について納入の告知

を行っておらず、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東北（秋田）厚生年金 事案 3096 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準報酬月額は、事業主が社会保険事務所（当

時）に届け出た標準報酬月額であったと認められることから、申立期間に

係る標準報酬月額の記録を、平成２年６月から同年９月までは 36 万円、

同年 10 月及び同年 11 月は 41 万円に訂正することが必要である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男（死亡） 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 平成２年６月１日から同年 12 月１日まで 

年金事務所から連絡が有り、私の夫がＡ株式会社に勤務していた期間

について、厚生年金保険の標準報酬月額の記録が遡及して訂正処理され

ていたことを初めて知った。 

申立期間の標準報酬月額を元の記録に戻してほしい。 

（注）申立ては、申立人の妻が、死亡した申立人の年金記録の訂正を求

めて行ったものである。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

オンライン記録において、申立人のＡ株式会社における申立期間の標準

報酬月額は、当初、平成２年６月から同年９月までは 36 万円、同年 10 月

及び同年 11 月は 41 万円となっていたところ、同社が厚生年金保険の適用

事業所でなくなった日（平成２年 12 月１日）の後の同年 12 月４日付けで、

同年６月から同年９月までは 36 万円から 18 万円に、同年 10 月及び同年

11 月は 41 万円から 18 万円に遡及して引き下げられていることが確認で

きる。 

また、オンライン記録によると、Ａ株式会社において厚生年金保険の被

保険者であった 17 人のうち９人（申立人を除く。）についても、申立人

と同日の平成２年 12 月４日付けで、遡及して標準報酬月額の訂正処理が

されていることが確認できる。 

一方、Ａ株式会社の商業登記簿謄本から、申立期間当時、申立人は同社

の取締役であったことが確認できるが、申立期間当時の同僚二人は、「申



立人はＢ担当常務であり、社会保険関係の事務は総務課長が行っていた。

標準報酬月額の遡及訂正処理に申立人は関与していなかった。」旨回答し

ている上、申立人の妻は、「夫はＢ職一筋の人で、経理関係には詳しくな

かった。」旨証言していることから、申立人が当該訂正処理に関与してい

たとは考え難い。 

これらを総合的に判断すると、社会保険事務所において標準報酬月額の

遡及訂正処理を行う合理的な理由は無く、申立期間の標準報酬月額に係る

有効な記録訂正があったとは認められず、申立人の申立期間に係る標準報

酬月額は、事業主が社会保険事務所に当初届け出た、平成２年６月から同

年９月までは 36 万円、同年 10 月及び同年 11 月は 41 万円に訂正すること

が必要である。 



東北（岩手）厚生年金 事案 3097 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者の資格喪失日は、平

成４年２月 29 日であると認められることから、申立期間の資格喪失日に

係る記録を訂正することが必要である。 

なお、平成４年１月の標準報酬月額については 32 万円とすることが妥

当である。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 23 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成４年１月 31 日から同年３月 31 日まで 

私は、株式会社Ａに平成２年 11 月７日から４年３月 31 日まで勤務し

たが、厚生年金保険の被保険者期間が２年 11 月７日から４年１月 31 日

までとなっているので、申立期間を厚生年金保険の被保険者期間として

認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間のうち、平成４年１月 31 日から同年２月 28 日までの期間につ

いては、申立人に係る雇用保険の加入記録により、申立人は、当該期間に

おいて株式会社Ａに勤務していたことが確認できる。 

また、オンライン記録では、株式会社Ａは、平成４年３月 31 日に厚生

年金保険の適用事業所ではなくなった旨の処理がされているところ、申立

人に係る厚生年金保険被保険者の資格喪失日については、同年３月６日付

けで同年２月 29 日とされた後、同年４月 16 日付けで、遡って同年１月

31 日に訂正されたことが確認できるが、社会保険事務所（当時）におい

て、当該処理を行う合理的な理由は見当たらない。 

さらに、オンライン記録により、申立人と同様に、平成４年１月 31 日

に厚生年金保険の被保険者資格を喪失したとされている同僚 48 人中 27 人

の資格喪失日が遡って訂正されたことが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立人について、平成４年１月 31 日に

厚生年金保険の被保険者資格を喪失した旨の処理を行う合理的理由は無く、



当該資格喪失処理に係る記録は有効なものとは認められないことから、申

立人の資格喪失日は、雇用保険の加入記録における離職日の翌日である同

年２月 29 日であると認められる。 

また、平成４年１月の標準報酬月額については、３年 12 月のオンライ

ン記録から、32 万円とすることが妥当である。 

一方、申立期間のうち、平成４年２月 29 日から同年３月 31 日までの期

間については、申立人は、同年３月 31 日まで株式会社Ａに勤務していた

と主張しているが、前述のとおり、雇用保険の離職日が同年２月 28 日と

記録され、当該期間の勤務が確認できない。 

また、当該期間に係る申立人の勤務実態及び厚生年金保険料の控除につ

いて、申立期間当時の株式会社Ａの代表取締役及び取締役は、いずれも不

明と回答しており、確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として当該期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3098 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間①のうち、昭和 59 年９月１日から 60 年１月１日ま

での期間及び同年３月１日から同年４月１日までの期間について、厚生年

金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められることか

ら、申立人のＡ株式会社における厚生年金保険被保険者の最初の資格取得

日に係る記録を 59 年９月１日、資格喪失日に係る記録を 60 年１月１日、

次の資格取得日に係る記録を同年３月１日に訂正し、当該期間に係る標準

報酬月額を８万円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る昭和 59 年９月から同年 12 月までの期間

及び 60 年３月の厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認め

られる。 

申立人は、申立期間②について、その主張する標準報酬月額に基づく厚

生年金保険料を事業主により給与から控除されていたことが認められるこ

とから、申立期間②の標準報酬月額に係る記録を 16 万円に訂正すること

が必要である。 

なお、事業主が昭和 60 年４月の訂正後の標準報酬月額に基づく厚生年

金保険料（訂正前の標準報酬月額に基づく厚生年金保険料を除く。）を納

付する義務を履行したか否かについては、明らかでないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 37 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： ① 昭和 59 年４月１日から 60 年４月１日まで 

           ② 昭和 60 年４月１日から同年５月１日まで 

申立期間①について、私は、Ａ株式会社に昭和 59 年４月１日から 61

年２月 28 日まで勤務したが、勤務した期間のうち、59 年４月１日から

60 年４月１日までの厚生年金保険被保険者記録が無かった。 

給与明細書等によれば、給与から厚生年金保険料が控除されているの

で、厚生年金保険被保険者期間として認めてほしい。 

申立期間②について、昭和 60 年４月分の給与明細書によれば、厚生

年金保険料が国の記録の標準報酬月額に見合う額よりも多く控除されて

  



いるので、標準報酬月額を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立期間①について、申立人が所持するＡ株式会社の退職証明書により、

申立人は、昭和 59 年４月１日から 61 年２月 28 日まで同社に継続して勤

務していたことが認められる。 

また、申立人が所持する給与明細書によれば、申立期間①のうち、昭和

59 年９月から同年 12 月までの分及び 60 年３月分の給与から厚生年金保

険料を控除されていることが確認できる。 

これらを総合的に判断すると、申立期間①のうち、昭和 59 年９月１日

から 60 年１月１日までの期間及び同年３月１日から同年４月１日までの

期間について、申立人は厚生年金保険被保険者として事業主により給与か

ら厚生年金保険料を控除されていたことが認められる。 

また、申立期間①のうち、昭和 59 年９月から同年 12 月までの期間及び

60 年３月の標準報酬月額については、上記給与明細書において確認でき

る厚生年金保険料控除額から、８万円とすることが妥当である。 

なお、申立期間①のうち、昭和 59 年９月１日から 60 年１月１日までの

申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主からは回答が得られなかったものの、仮に、事業主から申立人に係

る被保険者資格の取得届が提出された場合には、その後被保険者資格の喪

失届を提出する機会があったこととなるが、いずれの機会においても社会

保険事務所（当時）が当該届出を記録していないとは、通常の事務処理で

は考え難いことから、事業主から社会保険事務所へ資格の取得及び喪失に

係る届出は行われておらず、その結果、社会保険事務所は申立人に係る

59 年９月から同年 12 月までの保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は当該期間に係る保険料を納付する義務を履行してないと認められ

る。 

また、申立期間①のうち、昭和 60 年３月１日から同年４月１日までの

申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主からは回答が得られなかったものの、事業所別被保険者名簿におけ

る当該事業所の厚生年金保険被保険者資格取得日が雇用保険の加入記録に

おける被保険者資格取得日と同日となっており、社会保険事務所及び公共

職業安定所の双方が誤って同じ資格取得日と記録したとは考え難いことか

ら、事業主が同年４月１日を資格取得日として届け、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る同年３月の厚生年金保険料について納入の告知を

行っておらず、事業主は、当該期間に係る厚生年金保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 

一方、申立期間①のうち、昭和 59 年４月１日から同年９月１日までの



期間及び 60 年１月１日から同年３月１日までの期間については、申立人

が所持するＡ株式会社の退職証明書により、申立人は、当該期間において

同社に勤務していたことが認められる。 

しかし、申立人が所持する給与明細書によれば、当該期間のうち、昭和

59 年４月から同年６月までの分、同年８月分及び 60 年１月分の給与から

厚生年金保険料が控除されていないことが確認できる。 

また、申立人は、当該期間のうち、昭和 59 年７月分及び 60 年２月分の

給与明細書を所持しておらず、当該期間に係る給与の支給額及び厚生年金

保険料の控除額を確認することができない。 

さらに、申立人の所持する昭和 59 年分給与所得の源泉徴収票に記載さ

れている社会保険料の金額から算出した厚生年金保険料控除額は、給与明

細書及び賞与・寸志支給者金額一覧表（昭和 59 年 12 月期賞与）に記載さ

れている厚生年金保険料控除額の合計額と一致していることから、同年７

月分の給与から厚生年金保険料は控除されていなかったことが推認できる。 

このほか、申立人の当該期間における厚生年金保険料の控除について確

認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として、当該期間に係る厚生年金保険料を

事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

申立期間②について、申立人は標準報酬月額の相違について申し立てて

いるが、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関する法律

に基づき標準報酬月額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正及び保

険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる厚生年金

保険料額及び申立人の報酬月額のそれぞれに見合う標準報酬月額の範囲内

であることから、これらの標準報酬月額のいずれか低い方の額を認定する

こととなる。 

したがって、申立人の申立期間②に係る標準報酬月額については、申立

人が所持する給与明細書において確認できる厚生年金保険料控除額から、

16 万円に訂正することが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主からは回答が得られず、このほかに確認できる関連資料及

び周辺事情が見当たらないことから、明らかでないと判断せざるを得ない。 

また、政府の当該保険料を徴収する権利が時効により消滅する前に、事

業主が、給与明細書で確認できる厚生年金保険料控除額に見合う報酬月額

の届出を社会保険事務所に行ったか否かについては、これを確認できる関

連資料及び周辺事情が見当たらないことから、行ったとは認められない。 



東北（岩手）厚生年金 事案 3099 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、その主張する標準賞与額に基づく厚生年

金保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められることか

ら、申立期間の標準賞与額に係る記録を 10 万円に訂正することが必要で

ある。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 50 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 20 年 12 月 19 日 

私は、Ａ株式会社における厚生年金保険被保険者期間のうち、平成

20 年 12 月に賞与が 10 万円ぐらい支給されたと記憶しているが、年金

記録に反映されていないので、記録を訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ株式会社の破産管財人が保管する支給控除一覧表及び銀行から提出さ

れた申立人に係る取引明細書により、申立人は、申立期間において、同社

から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞

与から控除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準賞与額については、上記支給控除一覧表において

確認できる厚生年金保険料控除額から、10 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、申立期間において申立人と同様にＡ

株式会社から賞与を支給されたとする同僚についても賞与に係る記録が無

く、同社が加入するＢ健康保険組合においても申立人の申立期間に係る賞

与の記録は無いと回答していることから、事業主は、申立期間に係る賞与

支払届を社会保険事務所（当時）に提出しておらず、その結果、社会保険

事務所は、申立人に係る当該期間の標準賞与額に基づく厚生年金保険料に

ついて納入の告知を行っておらず、事業主は、当該保険料を納付する義務

を履行していないと認められる。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3100 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたと認められることから、申立人の株式会社Ａにおける資格取得日に

係る記録を昭和 53 年 10 月 21 日に、同社における資格喪失日及びＢ株式

会社における資格取得日に係る記録を 54 年５月 21 日に訂正し、当該期間

の標準報酬月額を 53 年 10 月から 54 年４月までは９万 2,000 円、同年５

月は 10 万 4,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 32 年生 

住    所 ：  

    

    

    

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 53 年 10 月 21 日から 54 年６月１日まで 

昭和 53 年 10 月に株式会社Ａに入社し、途中退職することなく継続し

て勤務し、同社のＣ事業所でＤ業務に従事していた。 

昭和 54 年６月１日からはＢ株式会社における厚生年金保険の被保険

者記録があるが、申立期間についても給与から厚生年金保険料が控除さ

れていたと思うので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者期間

として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

雇用保険の記録及び複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立

期間について、株式会社Ａ及びＢ株式会社に継続して勤務していたことが

認められる。 

また、昭和 53 年 10 月 21 日に株式会社Ａにおいて厚生年金保険被保険

者資格を取得し、申立人と雇用保険の加入記録が一致している同僚が所持

する給料支払明細書、昭和 53 年分給与所得の源泉徴収票及び昭和 54 年分

給与所得の源泉徴収票によると、申立期間に係る厚生年金保険料を控除さ

れていることが認められることから、申立人についても、申立期間におい

て厚生年金保険料を事業主により給与から控除されていたものと認められ



る。 

なお、上記同僚が所持する昭和 54 年分給与所得の源泉徴収票によると

当該同僚は同年５月 20 日まで株式会社Ａに在職し、同年５月 21 日にＢ株

式会社に就職したことが確認できることから、申立人の株式会社Ａにおけ

る資格喪失日及びＢ株式会社における資格取得日についても、当該同僚と

同じく同年５月 21 日とすることが妥当である。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人の株式会社Ａに係る

事業所別被保険者名簿及びＢ株式会社に係る健康保険厚生年金保険被保険

者原票の記録から昭和 53 年 10 月から 54 年４月までは９万 2,000 円、同

年５月は 10 万 4,000 円とすることが妥当である。 

一方、オンライン記録及び事業所別被保険者名簿によれば、株式会社Ａ

は、昭和 54 年３月 31 日に厚生年金保険の適用事業所ではなくなっている

ものの、同社の商業登記簿謄本によると、同年３月 31 日以降も閉鎖又は

解散しておらず、複数の同僚は常時５人以上の従業員が勤務していたとし

ていることから、当時の厚生年金保険法に定める適用事業所の要件を満た

していたものと判断される。 

また、オンライン記録及び事業所別被保険者名簿によれば、Ｂ株式会社

は昭和 54 年６月１日に厚生年金保険の新規適用事業所となっており、同

年５月 21 日から同年６月１日までの期間は厚生年金保険の適用事業所と

なっていないものの、同社の商業登記簿謄本によると、会社設立年月日は

同年５月 18 日であることが確認できる上、複数の同僚は常時５人以上の

従業員が勤務していたとしていることから、当時の厚生年金保険法に定め

る適用事業所の要件を満たしていたものと判断できる。 

なお、申立期間のうち昭和 53 年 10 月 21 日から 54 年５月 21 日までの

期間の申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につい

ては、株式会社Ａの事業主は不明としているものの、同社に係る事業所別

被保険者名簿によれば、申立人の同社における資格取得日（昭和 53 年 10

月 21 日）が遡って取消処理されていることが確認でき、事業主から申立

人に係る被保険者資格の取消しの届出が無いにもかかわらず、社会保険事

務所（当時）がこれを記録するとは考え難いことから、事業主が社会保険

事務所の記録どおりの届出を行っており、また、54 年３月 31 日から同年

５月 21 日までの期間においては、厚生年金保険法の適用事業所の要件を

満たしているにもかかわらず、社会保険事務所に適用の届出を行っていな

かったと認められることから、その結果、社会保険事務所は、申立人に係

る当該期間の保険料について納入の告知を行っておらず、事業主は当該保

険料を納付する義務を履行していないと認められる。 

また、申立期間のうち昭和 54 年５月 21 日から同年６月１日までの期間

の申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については

、

、



Ｂ株式会社の事業主は、当該期間において、厚生年金保険法の適用事業所

の要件を満たしているにもかかわらず、社会保険事務所に適用の届出を行

っていなかったと認められることから、事業主は当該保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 



東北（岩手）厚生年金 事案 3101 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を

20 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年 12 月 29 日 

年金記録を確認したところ、申立期間に合資会社Ａから支払われた賞

与に係る厚生年金保険の記録が無かった。 

賞与から厚生年金保険料を控除されていたので、年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

合資会社Ａから提出された賞与支給控除一覧表により、申立人は申立期

間において賞与の支払を受け、厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

したがって、申立人の申立期間における標準賞与額については、上記賞

与支給控除一覧表により確認できる賞与支給額から 20 万円とすることが

妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付し



ていないと回答していることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間

における標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、

事業主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東北（岩手）厚生年金 事案 3102 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除

されていたと認められることから、申立期間の標準賞与額に係る記録を

20 万円に訂正することが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料

を納付する義務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 19 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成 16 年 12 月 29 日 

年金記録を確認したところ、申立期間に合資会社Ａから支払われた賞

与に係る厚生年金保険の記録が無かった。 

賞与から厚生年金保険料を控除されていたので、年金記録を訂正して

ほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

合資会社Ａから提出された賞与支給控除一覧表及び申立人が提出した賞

与明細書により、申立人は申立期間において賞与の支払を受け、厚生年金

保険料を事業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

しかしながら、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等に関

する法律に基づき標準賞与額を改定又は決定し、これに基づき記録の訂正

及び保険給付が行われるのは、事業主が源泉控除していたと認められる保

険料額及び申立人の賞与額のそれぞれに見合う標準賞与額の範囲内である

ことから、これらの標準賞与額のいずれか低い方の額を認定することとな

る。 

したがって、申立人の申立期間における標準賞与額については、上記賞

与支給控除一覧表及び申立人が提出した賞与明細書により確認できる賞与

支給額から 20 万円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る保険料の事業主による納付義務の履行については、

事業主は、申立期間に係る賞与支払届を提出しておらず、保険料も納付し



ていないとしていることから、社会保険事務所（当時）は、申立期間にお

ける標準賞与額に基づく保険料について納入の告知を行っておらず、事業

主は、当該保険料を納付する義務を履行していないと認められる。 



東北（福島）厚生年金 事案 3104 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間の厚生年金保険料を事業主により給与から控除され

ていたことが認められることから、申立人のＡ株式会社Ｂ事業所における

資格喪失日に係る記録を昭和 53 年２月１日に訂正し、申立期間の標準報

酬月額を９万 8,000 円とすることが必要である。 

なお、事業主は、申立人に係る申立期間の厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 33 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 53 年１月 31 日から同年２月１日まで 

私は、昭和 53 年２月１日にＡ株式会社Ｂ事業所からＣ株式会社に異

動となったが、国の記録では、申立期間が厚生年金保険の未加入期間と

なっている。 

グループ会社間での異動であり、継続して勤務していたことは確かな

ので、申立期間について、厚生年金保険の被保険者であったことを認め

てほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係る雇用保険の加入記録並びに申立期間当時の総務担当者及び

複数の同僚の証言から判断すると、申立人は、申立てに係るグループ会社

に継続して勤務し（昭和 53 年２月１日にＡ株式会社Ｂ事業所からＣ株式

会社に異動）、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控

除されていたことが認められる。 

また、申立期間の標準報酬月額については、申立人のＡ株式会社Ｂ事業

所における健康保険厚生年金保険被保険者原票の昭和 52 年 12 月の記録か

ら、９万 8,000 円とすることが妥当である。 

なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行につ

いては、事業主は不明としているが、事業主が厚生年金保険の資格喪失日

を昭和 53 年２月１日と届け出たにもかかわらず、社会保険事務所（当



時）がこれを同年１月 31 日と誤って記録することは考え難いことから、

事業主が同日を資格喪失日として届け、その結果、社会保険事務所は、申

立人に係る同年１月の厚生年金保険料について納入の告知を行っておらず

（社会保険事務所が納入の告知を行ったものの、その後に納付されるべき

保険料に充当した場合又は保険料を還付した場合を含む。）、事業主は、

申立期間に係る厚生年金保険料を納付する義務を履行していないと認めら

れる。 



東北（宮城）国民年金 事案 1796 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 56 年９月から 58 年６月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 女 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 56 年９月から 58 年６月まで 

私は、昭和 56 年９月にＡ学校に入学した。入学後、クラスメイトか

ら国民年金の加入を勧められ、同年９月頃にＢ市Ｃ区役所で国民年金の

加入手続を行った。国民年金保険料は何か月かごとに集金に来ていた男

性の集金担当者に納付した。ある頃から、集金により保険料を納付する

ことが面倒になり、ドアノブに保険料を入れた袋を掛けてみたが集金し

ていかないため、同区役所で国民年金をやめる手続を行った。そのとき、

担当者からこれまでの分は納付されていると言われたことを覚えている。

保険料を納付した際に領収書を受け取ったが、度重なる引っ越しで紛失

した。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人に係るＤ市（現在は、Ｅ市）の国民年金被保険者名簿（紙名簿）

によれば、昭和 58 年 11 月８日に同名簿が作成され、新規に国民年金被保

険者資格を取得した旨の記載が確認できることから、この頃、申立人の国

民年金の加入手続が行われたものと推認され、厚生年金保険被保険者資格

を喪失した同年８月 14 日に遡及して国民年金被保険者資格を取得したも

のと考えられる上、国民年金手帳記号番号払出簿においても、申立人の手

帳記号番号が同年 12 月 28 日に払い出されていることが確認できる。 

また、申立人に係るＤ市及びＦ市の国民年金被保険者名簿（紙名簿）に

よれば、申立期間は国民年金に未加入として取り扱われており、昭和 59

年３月にＤ市からＦ市へ転出する際にＤ市で発行された国民年金保険料納

付状況証明書においても、申立期間の保険料が納付されたことをうかがわ



せる記載は見当たらない。 

さらに、申立人がＢ市Ｃ区に居住していた当時に申立期間の国民年金保

険料を納付するためには、申立人に対し別の国民年金手帳記号番号が払い

出されている必要があるが、別の手帳記号番号が払い出されたことをうか

がわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保険料を納

付したことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申立

期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



東北（岩手）国民年金 事案 1797 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 51 年 12 月から 52 年８月までの期間及び 59 年７月から

61 年８月までの期間の国民年金保険料については、納付していたものと

認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 51 年 12 月から 52 年８月まで 

② 昭和 59 年７月から 61 年８月まで 

申立期間当時はＡ業を行っており、同居していた親の勧めで、Ｂ市役

所において、妻が国民年金保険料をまとめて納付した。納付の時期は昭

和 61 年頃であり、その際に領収書は発行されなかったが、同市役所の

担当者から市に控えが残るので大丈夫である旨を言われた。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人の国民年金手帳記号番号

は昭和 55 年７月に払い出されていることが確認できることから、申立人

の国民年金の加入手続はこの頃に行われ、申立人は同年５月１日に遡って

新規に国民年金被保険者資格を取得したものと推認できるものの、Ｂ市の

国民年金被保険者名簿（紙名簿）によると、申立期間①は未加入期間とさ

れており、制度上、国民年金保険料を納付することができない。 

また、オンライン記録によると、昭和 58 年８月 22 日に国民年金被保険

者資格を喪失した後は、63 年４月に 62 年１月 11 日に遡って被保険者資

格の取得手続が行われていることが確認できるものの、Ｂ市の国民年金被

保険者名簿（紙名簿）によると、申立期間②は未加入期間とされており、

納付書が発行されることは無く国民年金保険料を納付することができない。  

さらに、申立人の妻は、昭和 61 年頃及びその後の２回にわたり申立期

間の国民年金保険料をまとめてＢ市役所で納付した旨述べているが、当該

時点において、申立期間①については、時効により保険料を納付すること



ができず、申立期間②については、その期間の保険料の一部は過年度保険

料となるが、制度上、同市役所において納付することができる保険料は現

年度保険料に限られる上、申立期間①及び②の保険料合計額は 18 万

8,960 円であるところ、申立人の妻は、申立期間の保険料として納付した
か い り

金額の合計額は 40 万円ぐらいと主張しており、乖離 している。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金保険

料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、

ほかに申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見

当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



東北（秋田）国民年金 事案 1799 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 47 年８月から 55 年３月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号 ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 24 年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

    申 立 期 間 ： 昭和 47 年８月から 55 年３月まで 

私は、申立期間当時、家業の手伝いをしながら、申立期間の国民年金

保険料を銀行の窓口において年一括で納付していた。婚姻した昭和 50

年４月までは自らの保険料を、婚姻後は妻の保険料も一緒に納付してい

たので、申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ａ町の国民年金手帳記号番号払出簿によると、申立人に係る国民年金手

帳記号番号は昭和 55 年２月 26 日に払い出されていることが確認できる上、

当該払出簿に記載されている申立人の前後の被保険者について、オンライ

ン記録により確認できる任意加入被保険者の資格取得日及び当該被保険者

等の保険料納付記録から、申立人に係る国民年金の加入手続は同年４月頃

に行われ、申立人が 20 歳に到達した 44 年＊月＊日に遡って被保険者資格

を取得したことが推認できる。 

このことから、当該加入手続が行われたと推認できる昭和 55 年４月よ

り前の時期においては、申立期間は国民年金の未加入期間として取り扱わ

れており、国民年金保険料の納付書は発行されず、保険料を納付すること

ができなかったものと考えられる。 

また、当該加入手続が行われたと推認できる昭和 55 年４月の時点にお

いては、申立期間のうち 47 年８月から婚姻後の期間を含む 52 年 12 月ま

での期間に係る国民年金保険料は時効により納付することができない。 

さらに、申立期間のうち、昭和 53 年１月から 55 年３月までの期間の保

険料は、当該加入手続を行ったと推認できる時点において、遡って納付す

ることが可能であるものの、申立人の妻の国民年金被保険者台帳（マイク



ロフィルム）によると、その妻の保険料は、昭和 53 年度は前納されてい

る上、54 年度も遡って納付した状況はうかがえないことから、申立人及

びその妻の保険料が一緒に納付されていたとは考え難い。 

加えて、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されていた

ことをうかがわせる事情は見当たらない上、申立人が申立期間の国民年金

保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無

く、ほかに保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たら

ない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



東北（宮城）国民年金 事案 1800 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 45 年１月から 47 年５月までの国民年金保険料については、

納付していたものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 15 年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 45 年１月から 47 年５月まで 

私は、申立期間当時はＡ店を経営していた。その頃、確定申告を行っ

た際に経費にもなるので国民年金保険料を納付していた方が良いと税務

署の職員から言われた。そこで、自宅兼店舗にＢ金融機関の職員が毎日

来ていたので、その職員に月々納付書で国民年金保険料を納付した。 

申立期間を国民年金保険料の納付済期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｃ県Ｄ市（現在は、Ｅ市Ｆ区）及びＧ町（現在は、Ｈ市）の国民年金被

保険者名簿（紙名簿）によれば、申立人は、昭和 35 年 10 月 29 日に国民

年金被保険者資格を取得し、38 年４月 11 日に被保険者資格を喪失してい

ることが確認できる。その後、Ｉ県Ｊ市において 47 年６月 15 日に国民年

金に任意加入するまでの間は未加入期間として記録されていることから、

申立期間当時、納付書は発行されず、国民年金保険料を納付することはで

きない。 

また、国民年金被保険者台帳によれば、申立人は昭和 38 年４月 11 日に

国民年金被保険者資格を喪失し、その後、47 年６月 15 日に国民年金に任

意加入するまでの間は未加入期間とされている上、当該台帳には

「47.9.30Ｋ社会保険事務所から移管」との記載が確認できることから、

申立人の国民年金被保険者台帳は、同年９月までＫ社会保険事務所（当

時）に保管されており、申立人が同年６月に任意加入したことに伴い移管

されたことを意味し、申立人が主張する 45 年１月に国民年金の任意加入

の手続が行われたとは考えにくい。 

さらに、申立人は申立期間の国民年金保険料を金融機関の職員に月々納



付したとしているが、Ｊ市における国民年金保険料の納付方法は、申立期

間のうち、昭和 45 年１月から同年６月までは印紙検認方式により市役所

職員が集金を行う制度であり、また、同年７月以降は国民年金保険料納入

告知書により３か月分の保険料を１回分として、年４回に分けて納付する

方法であったことから、申立期間の保険料を金融機関の職員に納付できた

とは考え難く、納入告知書による納付においても３か月ごとの納付となり、

申立人が保険料を金融機関の職員に月々納付したとする記憶とは相違して

いる。 

加えて、申立人は、昭和 45 年１月頃にＪ市役所で国民年金の加入手続

を行った際に同市役所で生年月日を間違われ、生年月日の訂正後に送付さ

れたとする国民年金手帳を所持しているが、同年金手帳には「昭和 47 年

４月１日 発行 Ｉ県」と印字されていることが確認できることから、申

立人の国民年金の加入手続は 45 年１月頃ではなく、47 年６月頃に行われ

た可能性を否定できない。 

その上、申立人に対して別の国民年金手帳記号番号が払い出されたこと

をうかがわせる事情は見当たらない上、申立期間の国民年金保険料を納付

していたことを示す関連資料（家計簿、確定申告書等）は無く、ほかに申

立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情も見当たらな

い。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判

断すると、申立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認め

ることはできない。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3095 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 28 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 49 年７月中旬から 50 年７月 23 日まで 

私は、申立期間において、有限会社Ａ（現在は、株式会社Ｂ）に勤務

し事務の仕事をしていた。給与から厚生年金保険料が控除されていたと

思うので、申立期間について、厚生年金保険被保険者として認めてほし

い。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

株式会社Ｂからの回答及び申立人が勤務内容等を具体的に記憶している

ことから、勤務期間は特定できないものの、申立人が同社に勤務していた

ことは推認できる。 

しかしながら、株式会社Ｂの事業主は、「申立人が在籍していたことは

記憶にあるが、関係書類が残っていないため、申立人の申立期間に係る厚

生年金保険料の控除等については不明である。申立人は短期間のアルバイ

トかパート勤務だったと思うが、詳しい勤務期間は分からない。当時は配

偶者の扶養家族になっている者やアルバイトで収入が少ない者の中には、

本人の希望で厚生年金保険に加入させていなかった者もいた。」旨回答し

ている。 

また、申立人が名前を挙げた同僚及び申立期間に有限会社Ａにおいて厚

生年金保険被保険者資格が確認できる者のうち、所在が確認できる 11 人

に照会したところ、９人から回答があり、そのうち８人は申立人を知らな

いと回答している上、申立人を知っているとした同僚からも申立人の勤務

期間、勤務形態及び厚生年金保険の加入状況について具体的な証言を得る

ことができなかった。 

さらに、申立期間の有限会社Ａに係る健康保険厚生年金保険被保険者原



票の整理番号に欠番は無く、申立人の氏名も見当たらない。 

加えて、申立人の当時の配偶者に係る健康保険厚生年金保険被保険者原

票によれば、申立人は、申立期間のうち昭和 50 年５月 21 日から同年７月

23 日まで、当時の配偶者の被扶養者となっていることが確認できる。 

このほか、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から控除

されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東北（青森）厚生年金 事案 3103 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

    氏    名 ： 男 

 基礎年金番号  ：  

 生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

 住    所 ：  

   

   

   

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 54 年２月 27 日から同年３月１日まで 

私は、株式会社Ａに昭和 51 年４月 15 日から 54 年２月 28 日まで勤務

していたが、年金記録を確認したところ、厚生年金保険被保険者資格喪

失日が同年２月 27 日となっていた。雇用保険の記録によると、同年２

月 28 日が離職日となっており、申立期間の厚生年金保険料を給与から

控除されていたので、厚生年金保険被保険者資格喪失日を同年３月１日

に訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、株式会社Ａに昭和 54 年２月 28 日まで勤務していたとしてい

るところ、雇用保険の記録によると、申立人の主張どおり同日が離職日と

なっていることが確認できる。 

しかし、株式会社Ａの元事業主に照会したところ、申立期間当時の資料

は倒産した際に全て処分した旨回答していることから、申立人の退職日及

び申立期間に係る厚生年金保険料の控除について確認できない。 

また、申立人の株式会社Ａにおける厚生年金保険被保険者資格喪失日の

前後それぞれ２年程度の期間に、同社において月の下旬に被保険者資格を

喪失している者 19 人について、資格喪失日と雇用保険の離職日を比較し

たところ、申立人と同様に資格喪失日の翌日が雇用保険の離職日となって

いる者は見当たらない上、当該 19 人のうち住所が判明した 18 人に照会し

たところ、12 人から回答があり、そのうち４人は退職日が月の末日であ

ったと回答しているが、給与明細書等の資料を所持しておらず、資格喪失

月の厚生年金保険料の控除について確認できない。 

さらに、申立人が氏名を挙げた申立期間当時の上司に照会したところ、



申立人の退職日は不明と回答しており、当該上司が氏名を挙げた給与事務

担当者は既に亡くなっていることから申立人の申立期間における厚生年金

保険料の控除について確認できない上、当該上司が申立人と同時期に勤務

していたとして氏名を挙げた２人に照会したところ、１人は申立人を知ら

ないとしており、ほかの１人は申立人を知っているが、申立人の退職日に

ついては不明と回答している。 

加えて、Ｂ厚生年金基金から提出された申立人に係る厚生年金基金加入

員番号払出簿及び加入員台帳によると、申立人の同基金における加入員資

格喪失年月日は昭和 54 年２月 27 日と記録されており、株式会社Ａに係る

健康保険厚生年金保険被保険者原票における厚生年金保険被保険者資格喪

失日と一致している。 

このほか、申立人の申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与

から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たらな

い。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 



東北（宮城）厚生年金 事案 3105 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保

険料を事業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和 27 年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和 63 年１月１日から同年４月１日まで 

私は、Ａ公共職業安定所の求人情報に応募し、Ｂ郡Ｃ町（現在は、Ｄ

町）にある株式会社Ｅに採用された。 

申立期間は、株式会社Ｅの事務室とは別のＦ市にあった事務室で、同

社の社長がＧ業を目的として設立準備をしていた株式会社Ｈの設立手続

等の業務に一人で従事していたが、給与は株式会社Ｅから支給されてい

た。 

また、当時の株式会社Ｅの求人情報には社会保険有りと書かれていた

と記憶しており、厚生年金保険に加入していたはずである。 

申立期間について、株式会社Ｅにおける厚生年金保険被保険者期間と

して認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間当時株式会社Ｅに勤務していた者及び株式会社Ｈの

同僚の証言から、申立期間において株式会社Ｈの設立業務に従事していた

ことがうかがえる。 

しかしながら、株式会社Ｅの元事業主に照会を行ったものの回答は得ら

れず、申立人の申立期間における勤務実態について確認することはできな

かった。 

また、申立期間当時、株式会社Ｅにおいて給与事務及び社会保険事務を

担当していた者は、「私が社会保険の手続をしていたので、株式会社Ｅに

おいて社会保険に加入させる手続をしていれば記憶しているはずだが、記

憶が無いということは、申立人は社会保険には入っていなかったと思う。

給与台帳には申立人の名前は無かったと思う。」旨証言している。 



さらに、申立期間当時、株式会社Ｅが加入していたＩ厚生年金基金は、

「当基金の管理記録の中に、申立人の加入記録は存在しない。」旨回答し

ている。 

加えて、オンライン記録によると、申立期間において、株式会社Ｅに係

る厚生年金保険被保険者資格を取得した者の記録は確認できない。 

このほか、申立人が申立期間における厚生年金保険料を事業主により給

与から控除されていたことを確認できる関連資料及び周辺事情は見当たら

ない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、

申立人が厚生年金保険被保険者として申立期間に係る厚生年金保険料を事

業主により給与から控除されていたと認めることはできない。 




